
セクシャリティに関するアウティング事案のシミュレーション

事案
発生

被害者による相談

家族、友人等によ
る相談

市役所
人権に関する内
容であれば、電
話交換は市⾧室
につなぐ本人以外からの相談

であれば、本人への
事実確認等を行う （対応：市⾧室）

精神的ケア

※対面謝罪を受け入れる場合
加害者が謝罪を望む場合

場のセッティング等

市⾧室人権担当が
対応（パラソル含む）

課題の整理
被害者が何を望んで
いるかを相談の中か
ら聞き取り、希望す
る支援を行う

職場（学校）への調査、
職場（学校）環境の配慮

加害者への処罰医療的ケア その他

市条例での対応検討
現在では不可能

司法へのつなぎ
法務局、法テラスの紹介等

被害者への寄り添い
不安への寄り添い、
居場所の紹介など

福祉部署との連携

福祉部署との連携

関係機関・団体への
つなぎ
医療についての専門等

関係機関・団体への
つなぎ
メンタルケアの専門等

事業者（学校）への働きかけ
事実関係の聴取

※対面謝罪を受け入れない場合
書面の授受等

事案の対外的な公表
市ＨＰや市報での事案
公表、人権侵害は許さ
れない旨の発信

個別の啓発、研修等の実施
管理職向けや一般職向け
の研修、啓発資料の提供等

【現時点の課題】
※１ 事案の対象範囲が明確ではない。
※２ 人権課題に対応できる専門職員がいない（現状、課⾧１名、係⾧１名、係２名体制）
※３ 関係機関・団体の連携体系が明文化されていない。
※４ 市職員の調査権限がなく、また、事案について調査を行う独立した機関がない。
※５ 被害者から助言やあっせんを求められた際に、加害者側に協力を求める根拠規定がない。
※６ 加害者が、調査に非協力的あるいは非を認めない場合の対処根拠がない。
※７ 被害者が、加害者に対する処罰を求めてきた際に、対応する上での根拠規定がない。
※８ 事案の公表やインターネット上の対応に関する根拠規定がない。

シミュレーションの想定内容
・市内在所の企業（または学校）の従業員からの相談
・本人の性的指向や性自認に関して、会社内で本人の
意に反して他者へ公表(SNS含む)された。

・上司や社内で相談したが解決できず市に相談。

再発防止策
市民向け啓発や学習会等

市民全体や事業者への
啓発、学習会等の実施

市条例上の強制力がない
相手方の協力が必要

法務局やプロバイダ
への削除依頼

インターネットやＳＮＳ
上の記載の削除

加害者への指導、
注意

事業所（学校）を介して
加害者への働きかけ

個別の啓発など
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